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従来のパーソントリップ調査と四段階推計手法を用いた交通施策の検討手法は，広域的な交通の需給バ

ランスを評価するためには十分有効であったが，多様化する都市交通の課題に応えるには問題があると言

われて久しい．例えば，施策による子育て世帯、高齢者等の活動の変化を捉え，施策を検討することが望

ましいが，従来の集計的な四段階推計手法では，そのような属性毎の活動に着目した評価は難しく，アク

ティビティベースの需要推計手法を適用する必要がある． 

本稿では，アクティビティベースドモデルの実務適用に向けて，東京都市圏における人の属性毎の活動

時間の基礎的分析を行うことで，モデル検討の知見となる実態把握を行うことを目的とする．具体的には，

WEBモニターに対するアンケート調査を実施し，義務的な活動や自由活動に分けて活動時間を把握するこ

とで，特に20歳～64歳の働く世代のどのような層で移動が負担となっているのか考察を行う．  
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1. はじめに 

 

過去の東京都市圏では，人口増による通勤・通学交通

の増加やモータリゼーションの進展による自動車の増加

に対して，パーソントリップ調査（以下，PT調査）を

実施し交通需要推計を行うことで，必要な広域インフラ

整備の方向性を検討し，都市圏を広げながらでその需要

増に対応してきた．しかしながら，そのような都市圏の

拡大は，通勤や通学をはじめとした移動時間の増加につ

ながっており，働く世代が自身の生活や子育て，余暇の

活動に費やす時間を奪ってしまっている懸念がある．そ

のため，単なる受給バランスだけでなく，人の活動のし

やすさの向上や生活の質の改善を目指して，都市圏の交

通施策を今後検討をしていくことが重要である．一方で，

近年の東京都市圏においては，広域的なインフラ（三環

状九放射等）は整備が進んでおり，今後はインフラ整備

だけではなく料金施策等のインフラ運用の施策も積極的

に検討していく必要がある．  

このように，今後の交通施策の評価では，交通量だけ

でなく人の活動や時間といった視点での評価や，時間帯

別等のきめ細やかな施策の評価が必要となると考えられ

るが，トリップベースで集計型の四段階推計手法で，こ

れらの施策評価に対応していくことは難しい．そこで，

アクティビティベースで非集計型の需要推計モデルを適

用し，これらの課題に応える評価手法を確立する必要が

出てきている．  

本研究における一連の検討では、東京都市圏における

アクティビティベーストモデルの実務適用を目指してお

り，本稿はその入り口として，現状の東京都市圏におけ

る人々の活動を“時間”の観点から分析するものである．

属性毎の活動時間を把握することで，特に働く世代のど

のような層で移動が負担となっているかを考察し，今後

考えるべき都市交通施策とモデルに求められる要件につ

いて知見を得ることを本稿の目的とする． 

具体的には，詳細な活動時間のデータを把握するため，

WEB モニターを対象としたアンケート調査を実施する．

調査結果から，義務的な活動や自由活動に分けて活動時

間を属性別に分析し，移動との関係を考察する．  

 

 

2. 既往研究の整理 
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PT 調査を用いた人の活動の分析に関しては，これま

でも研究の蓄積があり，例えば，平成 27 年に実施され

た全国都市交通特性調査（全国 PT 調査）の結果 1)から

は，若者のトリップ原単位が私事目的を中心に減少して

きていることが確認されており，若者の外出離れが問題

として指摘されている． 

また，土井らによる一連の研究 2)～5) では，20～30歳代

の若者の原単位減少に着目し，様々な角度からその要因

分析が行われている．例えば，年収や免許保有だけでな

く，世帯構成や家族との同居によっても活動の傾向が異

なることを PT 調査データ等を用いた分析より明らかに

している． 

和泉ら 6)は，女性のライフステージに着目した分析を

行っており，働く子育て女性の活動パターンが，他の世

帯構成の働く女性と異なることを PT 調査データの分析

により明らかにしている．また，居住地の交通サービス

水準によっても活動パターンが異なることを把握してい

る． 

これまでの PT 調査データを用いた研究では，外出率

やトリップ原単位等の分析が中心であり，その背後にあ

る具体的な活動内容や活動時間等に着目した分析は少な

い．そのため本稿では，活動時間に着目して分析をし，

移動との関係の考察を行う．  

 

 

3. WEBモニター調査の概要 

 

(1) 調査の概要 

移動の特性を把握する調査として代表的なものに PT

調査が存在するが，PT 調査では，それぞれの移動が，

制約を受けているものか，自由な時間の中で行ったもの

かという判断が困難である． 

 

表-1 WEBモニター調査の概要 

調査日 2017年3月12日(日)及び14日(水) 

有効サン

プル数 

1,434 

（性別(男女)，年齢階層(20～39歳・40～64歳・65

歳～)別に最低100サンプルを確保） 

調査対象 東京都市圏※（1都3県＋茨城県南部在住）の20歳

以上の男女 

※第5回東京都市圏PT調査範囲と同等 

主な調査

項目 

移動実態 

性別・年齢 

世帯構成 

就業形態 

個人・世帯年収 

活動実態とその時間（①生理的に必要な活動，②

義務的な性格の強い活動，③自由に使える時間） 

電子機器の利用時間 

 

そこで，本研究では，平日・休日それぞれにおいて各

個人の移動（活動）にどれだけ制約があり，またどれだ

け自由な時間が存在するのか，その実態を明らかにする

ために，独自に WEBモニター調査を実施した．概要を

表-1に示す． 

WEBモニター調査は，一般的なPT調査で調査する特

定の平日・休日に関する移動実態（出発地，到着地，出

発時刻，到着時刻，移動目的，移動手段等）について尋

ねるとともに，同日の活動実態とその時間についても尋

ねている． 

また，属性毎の活動時間を分析するため，調査対象者

の性別・年齢，就業形態等について尋ねている．また，

調査対象者の世帯構成員の性別や年齢等についても尋ね

ている．従来のPT調査では質問項目とされていない個

人の年収および世帯の年収に関しても調査項目とするこ

とで，年収と活動・移動の関係を把握できるように調査

を設計した． 

調査対象は一都三県（東京都，神奈川県，埼玉県，千

葉県）と茨城県南部からのランダム抽出であるが，

WEBモニター調査では性年齢階層に偏りがでる可能性

を考慮し，実際の性年齢構成を考慮して最低限確保する

サンプル数を設定している．調査時のサンプル設定及び

取得サンプル数は表-2に示すとおりである． 

 

(2) 取得サンプルの概要 

取得サンプルに関して，性別年齢別に，就業形態，世

帯構成，個人年収、世帯年収の内訳を確認した．  

就業形態に関しては，正規の就業者，非正規の就業者，

非就業者（不明を含む）に分けて集計を行った（図-1）．

なお，自営業の人は正規の就業者に含めて集計をし，非

正規の就業者には「派遣社員」や「パート・アルバイト」

が含まれている．本研究で実施したWEB調査では，20

～64 歳の男性は 70～80%が正規の就業者であり，1 割

程度が非正規の就業者である．また，20～64 歳の女性

は 30～45%が正規の就業者であり，2割以上が非正規の

就業者であることが確認できる． 

 

表-2 性年齢階層別の回収サンプル数 

年齢 

性別 
20～39歳 40～64歳 65歳～ 合計 

男性 
234 

(200) 

248 

(200) 

256 

(100) 

738 

(500) 

女性 
241 

(200) 

235 

(200) 

220 

(100) 

696 

(500) 

合計 
475 

(400) 

483 

(400) 

476 

(200) 

1434 

(1000) 

※括弧内は調査時に設定した最低確保サンプル数 
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図-1 性年齢階層別の就業形態別のサンプル割合 

 

 

図-2 性年齢階層別の世帯構成別のサンプル割合 

 

 

世帯構成に関しては，単身世帯，二人以上世帯，子育

て世帯の 3種類に分類し集計を行った（図-2）．このう

ち子育て世帯は，二人以上世帯でありかつ 9 歳以下の

子どもがいる世帯と定義した．本調査の結果では，子育

て世帯に関しては，20～39 歳が大部分を占めており，

40歳以上の子育て層は少ないことが確認できる． 

続いて，20～64 歳の働く世代に着目して，性別年齢

別の個人年収及び世帯年収の内訳を確認する（図-3，図

-4）．個人年収に関しては，男性の 20～64 歳の半数程

度が 500万円未満であり，女性の 20～64歳は 8割以上

が 500万円未満であり，さらに 60～70%は 300万円未

満である．世帯年収に関しては，男女で大きな違いはな

く，500万円未満が約4割程度である． 

また，就業形態と個人年収，世帯構成と世帯年収の関

係を把握する．就業形態が正規の人に関しては，300 万

円以上の収入が 80%以上を占めるのに対し，非正規で

は約 7 割が 300 万円未満の収入であることが確認でき

る（図-5）．子育て世帯では年収 300万円未満の割合は

小さいが，年収 300～500万円の層は 24%と一定程度存

在することが確認できる（図-6）． 

 

 

 

 

図-3 性年齢階層別の個人年収別のサンプル割合 

 

 

図-4 性年齢階層別の世帯年収別のサンプル割合 

 

 

図-5 就業形態別の個人年収の割合 

 

 

図-6 世帯構成別の世帯年収の割合 

 

79%

72%

18%

43%

30%

9%

10%

13%

11%

20%

26%

10%

11%

15%

70%

37%

44%

80%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20～39歳

40～64歳

65歳～

20～39歳

40～64歳

65歳～

男
性

女
性

就業（正規） 就業（非正規） 非就業

(234)

(248)

(256)

(241)

(235)

(220)

※括弧内の数値はサンプル数

40%

35%

11%

27%

21%

27%

36%

58%

89%

42%

70%

72%

24%

8%

0%

31%

9%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20～39歳

40～64歳

65歳～

20～39歳

40～64歳

65歳～

男
性

女
性

単身世帯 二人以上世帯 子育て世帯

(234)

(248)

(256)

(241)

(235)

(220)

※括弧内の数値はサンプル数

21%

26%

35%

61%

70%

85%

34%

22%

37%

23%

17%

10%

26%

19%

18%

14%

7%

4%

15%

21%

7%

5%

5%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20～39歳

40～64歳

65歳～

20～39歳

40～64歳

65歳～

男
性

女
性

300万円未満 300～500万円未満集計

500～700万円未満集計 700～1000万円未満

1000万円以上

(234)

(248)

(256)

(241)

(235)

(220)

※括弧内の数値はサンプル数

12%

18%

15%

14%

17%

34%

26%

24%

40%

29%

23%

31%

25%

18%

20%

28%

19%

20%

21%

21%

16%

15%

24%

10%

16%

19%

9%

14%

17%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20～39歳

40～64歳

65歳～

20～39歳

40～64歳

65歳～

男
性

女
性

300万円未満 300～500万円未満集計

500～700万円未満集計 700～1000万円未満

1000万円以上

(234)

(248)

(256)

(241)

(235)

(220)

※括弧内の数値はサンプル数

13%

71%

93%

34%

21%

4%

27%

4%

17%

3%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就業正規

就業非正規

非就業

300万円未満 300～500万円未満集計
500～700万円未満集計 700～1000万円未満
1000万円以上

(540)

(163)

(255)

※括弧内の数値はサンプル数

31%

11%

2%

34%

21%

24%

20%

20%

32%

10%

26%

20%

5%

22%

22%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単身世帯

二人以上世帯

子育て世帯

300万円未満 300～500万円未満集計
500～700万円未満集計 700～1000万円未満
1000万円以上

(294)

(494)

(170)

※括弧内の数値はサンプル数

第 56回土木計画学研究発表会・講演集



 

 4 

4. 属性別の活動時間の分析 

  

(1) 性別年齢別の活動時間の分析 

まずは，性別年齢別に平日一日にどのような活動に時

間を消費しているのか平均値を算出した（図-7）．活動

内容に関しては，表-3の分類で集計を行った． 

男性の65歳以上の高齢者は，一人での活動と二人以

上での活動を合わせた「自由な活動」に平均約9.4時間

を費やしており，65歳未満と比較して自由活動に多く

の時間を費やしている．また，20～39歳は約4.2時間が

自由な時間であり，40～64歳の5.6時間と比較しても少

ないことが確認できる．女性に関しても同じく20～39

歳が最も自由活動の時間が少なく約4.4時間である． 

 

(2) 働く世代の活動時間の分析 

前項の分析より，若い人の自由活動に使う時間が少な

いことが確認できた．本項では，属性別に活動時間を分

析をすることで，具体的にどのような層の自由活動の時

間が少ないかを分析する．なお，20～39歳のみに絞る

とサンプルが少なくなるため，20～64歳を対象として

分析を行った． 

世帯構成別就業非就業別に活動時間を分析した結果が

図-8，図-9である．男性の就業者に関しては，単身世帯

や二人以上世帯（9歳以下の子どもなし）は自由活動に 

 

表-3 活動内容の分類  

生理的に必要な活動 睡眠 

身の回りの用事・食事 

義務的な性格の 

強い活動 

仕事・学業 

家事 

育児・介護 

買い物 

自由な活動 一人での活動 

二人以上での活動 

移動 移動時間 

 

 

図-7 性年齢階層別の一日の活動時間の内訳 

 

使用する時間が4.5時間程度であるのに対し，子育て世

帯（9歳以下の子どもあり）は約2.8時間であり，単身世

帯や二人以上世帯よりも少ないことが確認できる．女性

の就業者に関しても，自由活動に使用する時間の傾向は

同様である．ただし，子育て世帯の男性と女性の就業者

では，自由活動以外に使う時間が大きく異なっている．

男性は，仕事等で約8.9時間を使っており，また移動に

約1.4時間を消費しているが，家事や育児・介護，買い

物に使う時間は少ない．女性は，就業者であっても仕事

等に使う時間は平均4.5時間程度であり，家事に約1.9時

間，育児・介護に約3.6時間を費やしている，また移動

にも約1.1時間を費やしており，一定以上の時間を費や

していることが確認できる．非就業者に関しては，全体

的には就業者よりも自由活動に使う時間が長いが，女性

の子育て世帯の非就業者は約3.4時間と比較的短く，育

児・介護に約5.1時間と長時間が消費されていることが

確認できる．以上より，特に子育て世帯に関して，就業

者・非就業者問わず移動環境を改善することで，時間的

な負担を減らすことが必要と考えられる． 

 

 

 

図-8 世帯構成別就業形態別の一日の活動時間の内訳【男性】 

 

 

図-9 世帯構成別就業形態別の一日の活動時間の内訳【女性】 
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世帯構成別世帯年収別に活動時間を分析した結果が図

-10，図-11である．女性に関しては，世帯の年収によっ

て自由活動に消費する時間の傾向は変わらないことが確

認できる．ただし，子育て世帯に関しては，500万円以

上の世帯年収の場合は，仕事等の時間が2.7時間と500万

円未満と比較して多い．これは，共働きの世帯が多くな

るためと想定される．男性に関しては，世帯年収が高い

ほど，仕事等の時間が多く自由な活動に使用する時間が

少ない傾向にある．また，世帯年収が高い層は移動時間

も多く費やしている．年収が少ない世帯に関しては，就

業者や非正規が多く含まれるため，雇用面での政策が必

要と考えれるが，一方で，年収が一定以上ある世帯に関

しても，自由に使える時間が少ないという実態があり，

移動環境の改善による活動の活性化を図ることが必要と

考えられる． 

 

(3) 子育て世帯の移動特性の分析 

ここでは，子育て世帯について，トリップ数別のサン

プル割合を分析することで，どのような移動特性を持つ

かを把握する．具体的には，単身世帯（男性就業），単

身世帯（女性就業），子育て世帯（男性就業），子育て 

 

 

図-10 世帯構成別世帯年収別の一日の活動時間の内訳【男性】 

 

 

図-11 世帯構成別世帯年収別の一日の活動時間の内訳【女性】 

世帯（女性就業），子育て世帯（女性非就業）に分けて，

トリップ数別のサンプル数の割合を算出した（図-12）．  

単身世帯の就業者と比較して，子育て世帯の女性は2

回のトリップが少なく，3回以上のトリップが多い．こ

のことから，通勤の行き帰りに送迎を行っていることや，

非就業者でも自宅と送迎先や買物先等を複数回移動して

いることが推察される．一方で，子育て世帯の男性就業

者は，トリップ回数2回の割合が多く，途中の立ち寄り

ではなく，単純に通勤に時間を多く奪われていることが

推察される． 

今後，目的別の原単位やトリップ長の分布，属性別の

トリップチェーンの分析を行うことで，上記の推察を確

認していくことが考えられる．また，居住地や利用交通

手段と活動時間との関係の分析も進める必要がある． 

 

6. おわりに 

 

本稿では，WEBモニターに対するアンケート調査結

果を活用し，就業形態別，世帯構成別，個人年収別，世

帯年収別に活動の時間に関する分析を行った．また，特

に負担が大きいと考えられる子育て世帯について，移動

特性の分析を行った． 

分析の結果，子育て世帯の就業者に関しては，自由活

動への消費時間が少ないことが確認された．特に，男性

に関しては，仕事の時間が長く，また移動も他の層と比

較して長いため，生活を送る上での負担となっているこ

とが推察される．移動は送迎ではなく，単純な通勤先へ

の往復で時間をとられている可能性があり，自宅におけ

る育児の負担と相まって，自由な活動に使える時間が少

ないことが考えられる．女性に関しては，仕事や家事，

育児・介護の時間とともに，移動にも一定程度時間が消

費されている．女性の場合は，移動回数が多く，送迎や

買い物などの複数施設を巡る移動が多いと推察されるた

め，それらの移動を支える取組が重要と考えられる． 

 

 

 

図-12 属性別のトリップ数別のサンプル割合 
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本稿は，活動時間と移動の関係についての基礎的な分

析であったが，今後は，休日活動との関係性やインター

ネット等の現実世界以外での活動との関係，世帯内等の

関係（共働きや近居）も考慮した分析を行うことが考え

られる．これらの分析を通じて，都市における活動や活

動時間がどのような要因で発生しているかを理解し，ア

クティビティベースのモデル構築へ繋げていくことが必

要と考える．  
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